平成２４年度　政務調査費　先進都市調査報告書
	会　　派　　名
	公明党室蘭市議会

	議　　員　　名
	細川昭広・砂田尚子・柏木隆寿

	調査実施年月日
	平成２４年６月２７日（水）

	調査先　自治体名等
	岩手県　宮古市

	調　査　項　目
	「市内の現状視察「とがれき処理御」について

	調　査　目　的
	東日本大震災による大津波被害から１年３ヶ月が経過した現状市去る及び元地でのがれき処理状況、課題について調査


	報告内容

実施したこと
	１　視察先（市町村）の概要

　人口：５８，３５９人（Ｈ２４．４．１現在）　　　行政面積：1,259.89ｋ㎡

２　視察内容
　大震災による大津波被害から１年３ヶ月が経過し、市内のがれきは、ほとんど全て、一時保管場所等に集約されており、今後の処理を待つ状況でありました。しかしながら、住宅再建などは、いまだに手付かずの状況であり、特に被害の大きかった田老地区は、街が消えてしまい山側の住宅と海側の漁協の建物があるのみの状況でした。がれき処理については、鹿島建設を幹事とする大手４社と地元建設業２社のＪＶによって進められていました。安全・環境対策としては、粉塵・アスベスト対策・水質汚濁対ｓ課う、有毒ガス対策、悪臭対策、放射能対策（年間１ｍｍＳｖ）、騒音・振動対策などに取り組んでいました。また、約３００名の作業員は、９０％が地元雇用であり、主に水産加工場の就業者が多いそうです。また、作業員への安全教育などは、阪神・淡路大震災復興の経験者によって行っており、感染症対策として、全員に破傷風の予防接種を実施しているそうです。

	感想（まとめ）

本市へ生かせること等
	市内では、５００名以上の死亡者と未だ６０名以上の行方不明者がおります。ＪＲ山田線もいまだ復旧の目途が立たない状況であり、市民は医療機関や各種手続きのため、県庁所在地である盛雄市へは自家用車やバスなどで通い、不便な生活を送っており、鉄路の復旧が求められるが、赤字路線であったためバスへの転換が検討されているとのこと。自治体職員が減少している状況では、住民サービスを維持することに汲々としており、専門性の高い職員を国や県が一時的に現地に多く派遣しなければ復興は遅れる。自治体の独立性は、考慮しつつも街の復興計画は国や県の積極的な関与をすべきと感じた。がれき処理については、安全・環境対策も含め、大手ゼネコンのノウハウを含め整備されており、粛々と進められていましたが、がれきの量が膨大であり、プラントの処理能力にも限界があるとは思うが、一日も早くがれき処理が完了することを願っています。（計画では、Ｈ２６年３月完了）課題としては、漁業などの水産関係が主力産業であり、漁具・魚網などのナイロン系の処理先が県内には無く、広域処理が求められています。宮古市のみならず、被災地全域の一日も早い復興を祈るとともに、本市も職員減少の中ではあるが、職員派遣などのマンパワーの応援をすべきと実感した。


